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１ 目 的                                                    

本市産業の活性化及び発展に資することを目的として、自らの会社や団体における、経営や技術の事業

課題を改善する人材力の向上等を図るため、中小企業者の経営者又は社員が研修等に参加する又は開

催するにあたって、要する経費の一部を補助するもの。 

２ 対 象 者 条 件                                                 

次の全ての要件を満たすことが必要です。また、研修を開催する場合は、団体申請が可能です。 

個人で申請する場合 

（1） 中小企業基本第２条第１項に該当する中小企業者であること 

（2） 本市に主たる事業所を置く会社または事業所を置く本市民 

募集期間 
令和 5 年４月 17 日（月）～令和６年３月８日（金）まで 

※予算に達し次第、終了します。 

対象経費 

■ 委託料         ■ 教材費      ■ 機械使用料     

■ 講師謝礼       ■ 受講料      ■ 会場借上費 

    

 

補助金額 
上限額１０万円 

（⾧期間研修の場合は上限額 20 万円） 
補助率 

２分の１以内 

小規模
企業者 ３分の２以内 

問い合わせ先 

（申請先） 

住所 〒770-8571 徳島市幸町 2 丁目 5 番地（経済政策課 人材担当） 

TEL 088-621-5225 

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ keizai_seisaku@city-tokushima.i-tokushima.jp 

注意事項 

（1）申請書類は、経済政策課の窓口か郵送で受付します。 

（2）申請書類に不備、不足がある場合、受付ができませんので郵送の場合は時間

に余裕を持って申請してください。 

（3）窓口へお越しの際は、事前に経済政策課までご連絡下さい。 

（4）申請書を提出する前に、こちらの交付要領をよく読んでから申請して下さい。 

お知らせ 補助金の交付を受けた方は、実績報告時のアンケートにご協力いただきます。 

※1 か月以上の⾧期間研修等の場合、下記の対象とします。 

■ 受験料       ■ 入学料      ■ 受講料 

■ 交通費・宿泊費（上限あり）       ■ 滞在費  
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（3） 市税に滞納がないこと 

（4） 大企業が実質的に経営に参画していないこと 

（5） 本補助事業の円滑な実施に支障を来たさない、十分な業務遂行能力と適正な経理執行体制を有

すること 

（6） 本市の指名停止及び指名回避の措置等に相当する行為を行っていないこと 

（7） 申請者又は法人の役員が、暴力団員又はこれらと密接な関係を有していないこと 

 

団体で申請する場合 

 （1）次のいずれかに該当すること。 

ア 中小企業等協同組合法第３条に該当する事業協同組合、事業協同小組合、協同組合連合会、

企業組合 

   イ 中小企業団体の組織に関する法律第３条に該当する協業組合 

   ウ 中小企業者で構成されたグループ 

（2）構成員の半数以上が、次の条件を満たすこと。 

ア 本市内に主たる事業所を置く会社又は本市内に事業所を置く本市民であること 

イ 市税に滞納がないこと。 

ウ 大企業が実質的に経営に参画していないこと。 

※ただし、（1）のア（事業協同組合、事業協同小組合、協同組合連合会、企業組合）又はイ

（協業組合）に該当する場合には、アの条件のみを満たしていればかまいません。条件を満たしているか

どうかについては、申請者が必ず確認して下さい。 

（3）本補助事業の円滑な実施に支障を来たさない、十分な業務遂行能力と適正な経理執行体制を有

すること。 

（4）本市の指名停止及び指名回避の措置等に相当する行為を行っていないこと 

（5）申請者又は法人の役員が、暴力団員又はこれらと密接な関係を有していないこと 

 

３ 対 象 事 業                                                  

 自らの会社や団体における、経営や技術等の事業課題を改善する人材力の向上等を図るため、中小企

業者の経営者又は社員が参加するか開催する研修等のうち、次のいずれかに該当する研修等が対象です。 

 

（１）新たな事業展開又は取引拡大等に向けた人材育成等を目的とするもの 

（２）専門的な知識・技術の習得を目的とするもの 

（３）習得した知識・技術の活用を目的とするもの 

（４）経営上の課題解決を図ることを目的とするもの 

（５）ものづくり技能の継承や後継者の育成を図ることを目的とするもの 

（６）技術革新の達成・実現又は製品開発力の向上に向けた人材育成等を目的とするもの 

 ※１研修あたり複数回講義等がある場合、過半数以下の出席は補助対象外とします。 
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補助対象となる研修例 補助対象とならない研修例 

➀（公財）とくしま産業振興機構「とくしま経営塾平成⾧久館」 

② 徳島大学「地域産業人材育成講座」 

③ ジェトロ「グローバル人材養成塾」、「貿易実務オンライン講座」 

など 

④ 中小企業大学校が主催する研修 

⑤ 社員の人材力向上を目的とし、講師派遣会社から専門の講

師を招いて実施する研修 

⑥ ものづくり技術の熟練技能習得を目的とし、外部からものづくり

熟練者を講師として招いて実施する研修 

➀ 資格の取得・更新を目的とする研修 

② 徳島市が直接実施する研修 

③ 他の業種向けに開催する研修 

 

※ 補助対象となるかどうかの判断に迷われる場合には、ご相談ください。 

 

４ 経 費 項 目 等                                                  

経費項目 内   容 

委託料 研修等の開催に要する外部委託料 

受講料 参加する研修等に係る受講料（授業料） 

教材費 参加・開催する研修等で使用する教材代等 

講師謝礼 開催する研修等に招いた講師の謝礼（交通費、宿泊費含む） 

会場借上費 開催する研修等の実施場所の会場使用料 

機械器具使用料 開催する研修等で使用する機械器具等の使用料 

その他経費 加工材料費、その他研修等に必要なもの 
  

※１か月以上の⾧期の県外の研修や大学等への派遣の場合には、事業者が負担した下記の経費も対
象とします。なお、2 ヶ年度以上に渡る期間で派遣を行なう場合は初年度のみ対象とします。  

 
 

交通費、宿泊費の算定については、次のとおり取扱います。 

■交 通 費 

交通費は、次の交通機関を対象とする。それぞれ最も安いクラスの料金を対象とし、次の金額を上限

とする。なお、座席の指定料金は含まない。 

経費項目 内   容 

受験料 派遣先の受験及び採用面接に必要な経費 

入学料 派遣先へ入学するために必要な経費 

受講料 派遣先における研修（研究）の受講等に必要な経費 

交通費 
※個別に上限あり 派遣先の受験及び採用面接並びに滞在にあたっての旅費 

宿泊費 
※個別に上限あり 派遣先の受験及び採用面接のために、ホテル等に宿泊した際の経費 

滞在費 派遣期間中に⾧期滞在する寮、アパート等の賃借料 
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航空機 ３日前に予約できるもっとも安い料金（特便割引３、バリュー３の金額）を上限 

高速バス 往復割引の金額を上限 

新幹線 新幹線利用区間の運賃及び自由席特急料金の合計額（注１） 

船舶 乗客１名分の往復割引の金額を上限とする 

（注１）領収書は新幹線利用区間のみの料金を記載したものとするが、取得できなかった場合は新幹

線利用区間の基準額のみ補助対象とする。 

■宿 泊 費 

宿泊費は宿泊のみを対象とし、夕食・朝食代やその他のサービス（有料放送の試聴、宿泊施設内店

舗でのサービス利用、景品等）の代金は対象としない。 

主要都市 上限額 

国内（首都圏） ８，７００円 

ロサンゼルス、ニューヨーク、ロンドン、パリ、シンガポール １９，３００円 

ミラノ １６，１００円 

ソウル、バンコク １２，９００円 

上海、台北 １１，６００円 

※開催地が上記にない場合は、お問い合わせください。 

 

■交通費と宿泊費が不可分の場合（パック旅行等の場合） 

旅費と宿泊費のみを基本とし、旅費と宿泊費以外の費用（食事代等）が含まれている場合は、その

費用に相当する額を除する。（内訳が明確でない場合には、正規の料金に相当する額を除く。） 

■支給対象日又はその前後に補助対象外の活動等を行う場合は、当該活動等は展示会に関する用

務日数を超えない日数とし、往路又は復路の交通費のみを補助対象とする。 

 例）下記の日程の場合、 

７月１日 徳島→東京  

派遣先採用面接前日入り（面接時間の

関係で、前日入り） 

宿泊費 
補助対象 

航空費は、片道のみ対象 

７月２日 派遣先採用面接（都内顧客訪問） 宿泊費 
補助対象外 ７月３日 東京→徳島 

   

 

補 助 対 象 外 経 費 

① 納品書、請求書、領収書、銀行振込書等の帳票類が不備のもの 
② 通常業務、取引と混同して支払いが行われているもの 
③ 他の取引と相殺して支払いが行われているもの 
④ 親会社、子会社、グループ企業等関連会社（資本関係のある会社、役員を兼任している会社

等）との取引に当たるもの 
⑤ 直接人件費 
⑥ 補助対象経費と対象外経費が不可分に支払われているもの 

（※パック旅行は原則、素泊りのみ補助対象とする） 
⑦ 消費税及び地方消費税 
⑧ その他、人材の確保・定着に向けた取組ではない事業経費 
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５  補 助 金 額 等                                               

 

（1）使用目的が本事業の遂行に必要なものと明確に特定できるもの 

（2）原則、交付決定を受けた日以降の申込、契約、発注により発生したもの 

（3）支出が明らかになる書類によって、金額が確認できるもの 

（4）補助対象経費の額は、＜消費税額を除いた経費金額×補助率＞となります 

（5）補助額を計算した時に 1,000 円未満の端数が生じた場合、これを切り捨てた金額とします 

（6）℮ラーニング等、オンラインでの研修も対象となります。 

 

 

６ 補 助 対 象 期 間                                             

令和５年４月１７日（月）～令和６年３月２９日（金） 
必ず、事業実施前に交付申請してください。 

 

 

７ 交 付 申 請                                               

(1) 申請書類について 

■ 次に掲げる提出書類一覧により、申請書類等を作成し、提出してください。 

■ 提出された申請書類等は、返却しませんので予めご了承ください。 

■ 提出された申請書類等の内容に関して、当方より電話やメール等での問い合わせ、追加資料の提
出を求める場合があります。 

■ 申請していない補助対象経費については、実績報告書を提出の際に追加できません。 
 

 

 

 

 

 

交付限度額 
          補助率  

小規模事業者 

１０万円 

2 分の１以内 ３分の２以内 
 

２０万円 
（１か月以上の⾧期の研修や大学等

への派遣の場合） 
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（２）提出方法について 

提出書類を募集期間内に徳島市役所経済政策課（本館３F）で郵送又は持参により提出してください。 

 

単独の場合 

■ 補助金交付申請書（様式第１号） 

■ 会社概要の分かる書類（パンフレット・カタログ・ホームページの写し等） 

■ 事業計画書 

■ 収支予算書 

■ 同意書兼誓約書 

（課税が徳島市以外の場合には、当該課税を行った市町村発行の納税証明） 

■ 会社の登記簿謄本(法人事業者の場合) 

■ 開業届の写し及び住民票（個人事業者の場合） 

■ 研修等の内容が確認できる書類（パンフレット等） 

■ その他市⾧が必要と認める書類 

 

団体の場合 

 補助金交付申請書（様式第１号） 

■ 団体概要の分かる定款（グループの場合は、パンフレット等） 

■ 団体の構成員名簿（構成員の住所が明記されたもの） 

■ 事業計画書 

■ 収支予算書 

■ 同意書兼誓約書 

（課税が徳島市以外の場合には、当該課税を行った市町村発行の納税証明） 

 ※ 団体の構成員のうち、全ての市内事業者 

■ 会社の登記簿謄本(団体の構成員のうち、全ての市内法人事業者) 

■ 開業届の写し及び住民票（団体の構成員うち、全ての市内個人事業者） 

■ 研修等の内容が確認できる書類（パンフレット等） 

■ その他市⾧が必要と認める書類 

提出書類一覧 
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８ 事 業 内 容 の 変 更                                       

交付決定を受けた後、申請書に記載した事業又は経費の内容を変更、中止、廃止しようとする場合は、事

前に変更申請を行い、承認を受けなければなりません。なお、軽微な変更の場合は、変更申請の必要はありま

せん。また、増額の変更は認められません。 

【変更申請が不要の場合】 

上記➀～③以外は、事前に変更申請を行い、承認を得なければなりません。 

 

 

 

 

内容 具体例 

①計画の細部の変更のみの場合 

■開催場所   ■開催期間 

■受講者      ■研修講師  等 

左記のものを変更するが、事業の内容が変わらないもの 
 
■事業の目的  ■経費の費目   ■経費の額 
 
が同じである。 

②各費目における変更前の額と変更後の額
の差額の合計が、変更前の全体の経費の額
の２０パーセント以内の減額であるもの 

 
（変更前）       （変更後）      （差額） 
・受講料２万円 → １万８,０００円  ２,０００円 
・教材費１万円 → ８,０００円     ２,０００円 
 
（計） ３万円   ２万６０００円  ４,０００円 
     
  

③補助事業の実施に要する経費が変更とな
るが、交付決定額が既に限度額に達してい
て、変更後も補助金額が変わらないもの 

 

（受講料+教材費）3 万円×20%=6,000 円 
差額の合計額が 4,000 円であり、 

6,000 円 > 4,000 円 
差額が 20%以内の減額のため､変更申請は不要 

 

■補助金変更（中止・廃止）承認申請書（様式第２号）  
■変更内容が確認できる書類 

※変更内容にあわせて、変更事業計画書、変更収支予算書等を提出いただきますので、状況
に応じてご相談ください。 

■その他市⾧が必要と認める書類 

変更申請時の提出書類一覧 
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９ 事業（手続き）の流れ                                          

 

                          

 

 

 

                                           

                                                                                  

  

                           

 

 

                          

 

 

 

                                           

                                                                                  

  

                           

 

 

※ 上記は代表的な事業の流れを示していますので、その他の事業（研修等の参加、開催等）の流れについ
て不明な点等がある場合には、お問い合わせください。 
 

１０ 実 績 報 告 に つ い て                                         

（1）実績報告 

補助事業者は、本補助事業が完了したときは、補助事業が完了した日から起算して３０日を経過した日又

は補助事業が完了した日の属する年度の３月２９日のいずれか早い日までに、次の書類を提出していただ

く必要があります。 

 

研修等参加の場合 

研
修
実
施
機
関 

徳 

島 

市 

③参加  
②交付決定通知  

④実績報告書提出  

⑤確定審査、確定通知 

⑥補助金請求 

⑦補助金支払 

①交付申請（事業実施前）  

 

申 

請 

者 

徳 

島 

市 

②交付決定通知  

④実績報告書提出  

⑤確定審査、確定通知 

⑥補助金請求 

⑦補助金支払 

①交付申請（事業実施前）  

申 

請 

者 

研修等開催の場合 

③研修の実施 
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（2）経理文書等の保存について 

補助事業者は、本補助金に係る経理についての収支の事実を明確にした帳簿及び支出証拠書類を整備

し、本補助事業が完了した年度から起算して５年間保存しなければなりません。 

 

（3）本補助事業の成果について 

 事業終了後、アンケート等により本補助事業の成果をお尋ねいたします。本補助金を利用された場合、必ず

回答していただくようになりますのでご協力お願いします。 

 

 

１１ そ の 他                                                

（1）交付申請書等の作成経費について 

本補助事業の申請に当たって要した交付申請書等の作成経費は，補助事業者の決定の可否を問

わず、一切支給しません。 

（2）提出された応募書類等の取扱いについて 

提出された応募書類等の機密保持については、本補助事業実施のためにのみ使用することとします。

ただし、今後、本市が実施する事業について、応募書類等に記入いただいた所属宛に、事業案内させ

ていただくことがあります。 

（3）研修参加状況について 

     各研修の実施機関に、参加状況の有無等を確認することがあります。 

（4）その他、本補助金に関する問い合わせは、経済政策課までご連絡下さい。 

 

 

 

■実績報告書（様式第３号） 

■事業実績書 

■収支決算書 

■補助事業の支出を証明する書類（見積書、請書、契約書、請求書及び領収書等）の写し 

■研修等に参加もしくは開催したことが確認できる書類 

例）修了証、プログラム、当日配付した資料、写真 等 
研修参加の場合研修機関から、研修参加が確認できる書類の発行ができない場合は、本市の様式をお
渡しするので、押印をいただいて提出していただきます。 
■その他市⾧が必要と認める書類 

提出書類一覧 


